
 

 

○こうち人づくり広域連合職員の旅費に関する規則 

 

平成 14年 12月１日  

規 則 第 1 5 号 

改正  平成 18年３月 30日  規則第３号  

 

 （目的）  

第１条  この規則は、こうち人づくり広域連合職員の旅費に関する条例（平成 14年こうち

人づくり広域連合条例第 17号。以下「条例」という。）の規定に基づき、職員の旅費支

給に関し必要な事項を定めることを目的とする。  

 （新たに採用された職員）  

第２条  条例第２条第１項第４号の新たに採用された職員には、地方公務員の育児休業等

に関する法律（平成３年法律第 110号）第２条第１項の規定による育児休業をしている

職員等の代替職員として雇用された職員で、任命権者が広域連合長に協議して定めるも

のを含むものとする。  

（旅費の請求手続）  

第３条  条例第３条第２項の規定により旅費の支給を受けようとする者は、次の各号に掲

げる区分に応じ、当該各号に掲げる請求書及び添付書類を当該旅費の支払をする者に提

出しなければならない。この場合において、添付書類の全部又は一部を提出しなかった

者は、その請求に係る旅費のうち、その必要が明らかにされなかった部分の旅費の支給

を受けることができない。  

 (1) 条例第３条第２項第１号、第２号又は第６号に該当する者  別記第１号様式  

 (2) 条例第３条第２項第３号から第５号まで又は第７号に該当する者  別記第２号様式  

（広域連合長が定める事由）  

第４条  条例第３条第２項第２号の広域連合長が定める事由とは、こうち人づくり広域連

合職員の定年等に関する条例（平成 14年こうち人づくり広域連合条例第８号）第４条第

１項の期限若しくは同条第２項の規定により延長された期限の到来又は同条第４項の期

限の繰上げによる退職をいうものとする。  

 （広域連合長が定める職員）  

第５条  条例第３条第２項第４号の広域連合長が定める職員は、赴任に伴い生活の根拠地

と異なる地に居住している職員で、かつ、生活の根拠地と居住地との間の路程が８キロ

メートル以上である職員で、次の各号のいずれかに該当するものとする。  

 (1) 単身赴任手当を受給している職員  

 (2) 赴任に伴い、自宅から当該居住地へ住居を移転した職員  

 (3) 前２号に準ずる職員で、任命権者が広域連合長に協議して定めるもの  

（職員以外の者の旅費）  

第６条  条例第３条第４項に規定する規則で定める旅費は、次の各号に定める旅行（近距

離旅行を除く。）をした場合に限り、職員の例に準じて計算した額を支給する。  

 (1) 証人、鑑定人、参考人、通訳その他これに類する者として旅行した場合  

 (2) 講義若しくは講演又は専門的調査研究のために旅行した場合  



 

 

 (3) 前各号に掲げる者を除くほか、広域連合の依頼に応じて公務の遂行を補助するため

に旅行した場合  

（旅行取消し等の場合における旅費）  

第７条  条例第３条第５項の規定により支給する旅費の額は、次に掲げるとおりとする。  

(1) 鉄道賃、船賃、航空賃若しくは車賃として、又はホテル、旅館その他の宿泊施設を

予約するため支払った金額で所要の払戻手続をとったにもかかわらず、払戻しを受け

ることができなかった額。ただし、その額は「その支給を受ける者が当該旅行につい

て条例により支給を受けることができた鉄道賃、船賃、航空賃、車賃、宿泊料又は宿

泊諸費の額をそれぞれ超えることができない。  

(2) 赴任に伴う住所又は居所の移転のため支払った金額で所要の払戻手続をとったにも

かかわらず、払戻しを受けることができなかった額。ただし、その額は、その支給を

受ける者が当該旅行について条例により支給を受けることができた移転料又は着後手

当の額をそれぞれ超えることができない。  

(3) 外国への旅行に伴う外貨の買入れ又はこれに準ずる経費を支弁するため支払った金

額で、当該旅行について条例により支給を受けることができた額の範囲内の額  

（その他広域連合長が定める事情）  

第８条  条例第３条第６項に規定するその他広域連合長が定める事情とは、宿泊施設の火

災その他本人の責めに帰すべきでない理由で任命権者が広域連合長に協議して定めるも

のをいうものとする。  

（旅費喪失の場合における旅費）  

第９条  条例第３条第６項の規定により支給する旅費の額は、次に掲げるとおりとする。

ただし、その額は、現に喪失した旅費額を超えることができない。  

(1) 現に所持していた旅費額（輸送機関を利用するための乗車券、乗船券等の切符類で

当該旅行について購入したもの（次号において「切符類」という。）を含む。）の全

部を喪失した場合には、その喪失した時以後の旅行を完了するために必要な額  

(2) 現に所持していた旅費額の一部を喪失した場合には、前号に規定する額から喪失を

免れた旅費額（切符類については、購入金額のうち未使用部分に相当する金額）を差

し引いた額  

 （旅行命令簿等の様式）  

第 10条  条例第４条第６項に規定する旅行命令簿等の記載事項及び様式は、別記第３号様

式又は別記第４号様式による。  

２  旅行命令等の変更は、別記第４号様式、別記第５号様式又は別記第６号様式による。  

（路程の計算）  

第 11条  国内旅行における路程の計算は、次の区分に従い行うものとする。  

 (1) 鉄道  鉄道事業法（昭和 61年法律第 92号）第 13条に規定する鉄道運送事業者の調べ

に係る鉄道旅客貨物運賃算出表に掲げる路程  

 (2) 水路  海上保安庁の調べに係る距離表に掲げる路程  

 (3) 陸路  

  ア  公用車又は自家用車を利用する場合  任命権者が広域連合長に協議して定める方

法により算出された路程  



 

 

  イ  ア以外の交通機関による場合  

(ｱ) 道路運送法（昭和 26年法律第 183号）第９条第１項に規定する一般乗合旅客自

動車運送事業者の調べに係る路線図に掲げる路程  

(ｲ) 軌道法（大正 10年法律第 76号）第４条に規定する軌道経営者の調べに係る営業

キロ程表に掲げる路程  

２  前項の規定により路程を計算しがたい場合には、同項の規定にかかわらず地方公共団

体の長、その他当該路程の計算について信頼するに足る者の証明により路程を計算する

ことができる。  

３  路程を計算する場合の起点は、出発地点、経由地点、目的地点又は帰着地点とする。

ただし、公用車又は自家用車を使用する場合の当該使用区間の起点は、原則として出発

地点及び帰着地点を除き、各市町村の大字を単位とする区域及びこれと同等と認められ

る区域内において、任命権者が広域連合長に協議して定める地点とする。  

４  外国旅行の旅費の計算上必要な路程の計算は、前３項の規定の趣旨に準じて行うもの

とする。  

附  則  

この規則は、平成 14年 12月１日から施行する。  

附  則（平成 18年３月 30日規則第３号）  

この規則は、平成 18年４月１日から施行する。  

 





 

 

別記 

第１号様式（第３条関係） 

旅  費  請  求  書 

 

こうち人づくり広域連合長 様 

                   

 

旅行命令権者

印 

 算出根拠 

 

請 

 

求 

 

者 

 

所 属 （ 退職時の所

属） 

 

 

氏名 

 

                  , 

 

請求額 

 

 

                  円 

 

 こうち人づくり広域連合職員の旅費に関する条例第３条第２項の規定

により、上記のとおり旅費を請求します。       

                           年  月 

日 

 

備 

 

考 

 

 

 

 

 

第２号様式（第３条関係） 



 

 

旅  費  請  求  書 

 

こうち人づくり広域連合長 様 

                   

 

旅行命令権者

印 

 算出根拠 

 請 

 求 

 者 

住所  

死亡者との続柄  

氏名                   , 

請求額                   円 

 死 

 

 亡 

 

 者 

所属名              

職名  

氏名  

請求者との続柄  

 

 こうち人づくり広域連合職員の旅費に関する条例第３条第２項の規定

により、上記のとおり旅費を請求します。        

                           年  月 

日 

備 

 

考 

 

 

 

 



 

 

第３号様式(第10条関係)               

旅行命令（依頼）簿 執行機関    旅行命令番号       作成日      年  月  日 

  年度 予算種別  略科目等   

決

裁

欄

              

旅

行

完

結

      

                       

会計                   

款                   

項                   

目                   

節       決裁日    年  月  日       年  月  日 

事業       

    

  

用務                                

出発地           帰着地                  

目的地        開始日時       終了日時       

（用務先）                                

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

Ｎｏ． 所属 職名 氏名 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

 



 

 

第４号様式(第10条関係) 

旅行命令（依頼）簿 

旅

行

命

令 決裁日    年  月  日 

      

命

令

変

更 決裁日    年  月  日 

    

執行機関        旅行命令番号         命令簿作成日  年 月 日 変更簿作成日  年 月 日 

   年度 款     項       目       節 09 旅費  略科目コード  

用務  

月日 出発地 経路 到着地 泊数 受

命

者

Ｎo．所属（住所） 職名 氏名 種別 旅費額  減額 支給済額 差引支給額 

        1                

                       

        出発地 公署・自宅   自宅住所 自家用車 使用申出 摘要     

        帰着地 公署・自宅 （     ）     同乗          

        2                

                       

        出発地 公署・自宅   自宅住所 自家用車 使用申出 摘要     

        帰着地 公署・自宅 （     ）     同乗          

        3                             

                                    

        出発地 公署・自宅   自宅住所 自家用車 使用申出 摘要     

        帰着地 公署・自宅 （     ）     同乗          

        摘要                 

                          

        （特別承認等）               

                          

利用交通機関                        

１ 公用車  ８ 船舶                     

２ 借上車  ９ 航空機  （変更理由）               

３ 自家用車・同乗 10 モノレール                   

４ 乗合バス  11 空港連絡バス                   

５ 高速バス  12 その他 
  

６ 電車    （     ） 

７ 鉄道 
   

 
                   □概算  

旅行 

完結 
    年  月  日 

精算 

完結 
  



 

 

第５号様式(第１０条関係)               

旅行命令（依頼）変更簿 執行機関    旅行命令番号       作成日        年  月  日 

  年度 予算種別 略科目等   

決

裁

欄

              

旅

行

完

結

      

                      

会計                  

款                  

項                  

目                  

節      決裁日    年  月  日       年  月  日 

事業      変

更

理

由

   

  

用務                                

出発地          帰着地                   

目的地       開始日時       終了日時       

（用務先）                                

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

Ｎｏ． 所属 職名 氏名 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 



 

 

第６号様式（第１０条関係） 

旅 行 命 令 （依 頼） 変 更 簿 執行機関 旅行命令番号 作成日      年  月  日 

年度 予算種別 略科目等 

決 
 

裁 
 

欄 

決裁日    年  月  日 

会計 
款 
項 
目 
節 
事業  

変更理由 

用  務  

№ 所  属 職  名 氏    名 種別 旅費額／済額 加算／減額 差引支給額 サイン 支払 発 着 地 自家用車 宿泊等 

             

             

             

旅行期間   年 月 日～   年 月 日 摘要 

 目的地      泊数  利用交通機関 

 

□概算  
旅行

完結
 年 月 日 

精算

完結

 

 

 



 

 

 


